
公告第 １ 号 
格付指定型一般競争入札の公告 

 
 下記のとおり、格付指定型一般競争入札を執行するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の６及び鶴岡市契約に関する規則（平成１７年鶴岡市規則第５４号）第１

５条の規定に準じ公告する。 
平成２８年７月２９日 

鶴岡市茅原北土地区画整理組合 
 理事長 梅木 力 

 
1  工事名 平成２８年度都市計画道路３・４・２２鶴岡駅茅原線新設工事 
2  工事場所 鶴岡市茅原地内 
3  入札日時 平成２８年８月２４日（水） 午前９時００分 
4  入札会場 茅原町公民館（鶴岡市茅原町２０番５号） 
5  予定価格 ９１，２８０，０００円（税抜き）    

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分

の 8 に相当する額を加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の 108 分の 100 に相当する金

額を入札書に記載すること。 
6  入札参加資格  「鶴岡市建設工事指名競争入札参加者の格付に関する規程」により格付 

          けされた者で、以下の全ての要件を満たす者。 

①  工 種 土木一式工事 

②  格 付  A 

③  市内本店・ 
営業所要件  市内に本店を有すること。 

④  技術者要件等                     

⑤  工 事 実 績   

 
7  入札保証金 免除 
8  契約保証金 請負代金額の１０分の１相当額 
9  現場説明会   現場説明会は行いませんので、別添の本工事設計書等を閲覧に供します。 

10   監理（主任）技術者 
建設業法の適用を受ける公共工事については、工事現場における建設

工事の施行の技術上の管理をつかさどる監理技術者又は主任技術者を置

かなければならないため、あらかじめ配置予定技術者をご確認ください。 
また、監理（主任）技術者制度を的確に運用するための「監理技術者制

度運用マニュアル」もご確認ください。 
国土交通省ホームページ内「監理技術者制度運用マニュアル」 

（http://www.mlit.go.jp/common/000004801.pdf） 
※「監理技術者制度運用マニュアル」のうち「五 施行体制台帳の整備

と施行体系図の作成」について、鶴岡市では「鶴岡市建設工事元請下請

関係適正化指導要領」で定めておりますのでご確認ください。 



（ http://www.city.tsuruoka.lg.jp/sangyo/nyusatsu/nyuusatukeiyakusei
do/280601sitaukeyouryou.html） 

11   設計図書閲覧 閲覧 鶴岡市茅原北土地区画整理組合事務所 
   及び期間 期間 入札日の前日まで 
          （午前９時から午後５時まで ただし、正午から午後１時までを除く。） 
12   工事 着工 契約締結の日から 

竣工 平成２９年 ３月２２日（水）まで 
13  質疑応答 設計書に疑義があるときは、文書で受付します。 

①  質問受付日 平成２８年 ８月１５日（月）午前１０時まで 
②  回   答 平成２８年 ８月１６日（火）午後 ４時から 

14  入札参加者の確認 
平成２８年 ８月１９日（金）までに格付指定型一般競争入札参加資

格確認申請書を、第１７項に掲げる場所に持参するものとする。受領書

が必要な方は、２部持参ください。（郵送可。ただし、期限まで必着。）  
１部受付印を押印し返却します。 

15  暴力団排除  参加しようとする者は鶴岡市建設工事請負契約約款第４９条第１項第

６号の規定に該当しないものであること。 
16  その他     ① 「入札条件」、「鶴岡市入札要綱」、「鶴岡市建設工事格付指定型一般

入札競争入札実施要綱」をご覧ください。鶴岡市建設工事格付指定型一

般入札競争入札実施要綱第１０条により入札を中止する場合がありま

す。 
② 入札の際は入札書の金額と同額の工事費内訳書に所在地、商号、代表

者名を記入し押印のうえ提出すること（金抜き設計書の項目で単価明細

は不要です）。提出がない場合は入札に参加することができません。 
③ 本工事は、鶴岡市低入札価格調査制度実施要綱に基づき調査基準価

格を採用しており、調査基準価格を下回る価格の入札者（以下、「対象

者」という。）については、調査を行ったうえで落札するか否かを決定

する。低入札価格時の審査事項のうち、対象者の内訳書の審査において

「数値的判定基準」を設定し、この基準を満たさないものは「当該契約

の内容に適合した履行がなされないもの。」と判定します。なお、鶴岡

市建設工事低入札価格調査制度取扱要領第３条第２項については摘用

しない。 
④ 建設業法の適用を受ける公共工事の元請になるには、有効な「経営規

模等評価結果通知書 ・ 総合評定値通知書」（以下、「結果通知書」とい

う。）が必要です。経営事項審査の申請を行っただけでは公共工事を請

け負うことはできず、審査が終了し、結果の通知を受けていなければ入

札参加申請及び入札に参加することが出来ません。入札参加申請受付の

際に契約締結日以降まで有効な結果通知書の確認を行いますので、入札

参加申請書の裏面にコピーして入札参加申請を行ってください。別紙と

しての添付も可能です。 
 ⑤ 請負金額が 130 万円を超える工事については前払金を請求すること

ができます。また、請負代金が 1,000 万円以上で要件を満たした工事に

ついては中間前払金を請求することができます。 
    （鶴岡市建設工事請負契約約款第３６条第１項及び第３項）（準用） 

17 問い合わせ先 鶴 岡 市 茅 原 北 土 地 区 画 整 理 組 合 電話 ６４－０４８４ 
          〒997-0018 鶴岡市茅原町１３番１４－1 号 FAX ６４－１２５３ 


